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はじめに 

 

2020年 10月、首相の所信表明演説において、2050年カーボンニュートラルが宣言さ

れた。 

2050年カーボンニュートラル実現は極めて困難な課題であり、企業は、これまで以上

に野心的なイノベーションへの挑戦が必要となる。この挑戦を後押しするため、2020年

12月に策定された「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（以下「グ

リーン成長戦略」という。）においては、政府は、成長が期待される分野・産業におい

て、高い目標を設定し、あらゆる政策を総動員することとしている。 

2050年カーボンニュートラル実現に貢献し得る技術の数多くは研究開発段階であり、

現時点では、あらゆる技術にチャレンジしていくことが重要となる。合成燃料もその一

つである。 

本研究会中間取りまとめは、合成燃料がグリーン成長戦略に位置づけられたことを踏

まえ、石油業界、自動車業界、大学教授等の有識者が、合成燃料の導入に向けたタイム

ライン、コスト低減のための技術的課題、今後の研究・実証体制などについて議論を行

い、現時点における合成燃料の導入拡大に向けた提言を取りまとめたものである。 
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このように、航空機・船舶においては、国際機関の要請により、CO2削減目標が定めら

れており、航空機については、バイオジェット燃料・合成燃料、船舶については水素・

アンモニアなどの代替燃料の技術開発がそれぞれ推進されている。特に航空機について

は、ICAOにおいて、2021年以降、国際航空に関して CO2排出量を増加させないとの目標

を採択しており、この目標を達成するための手段としてバイオジェット燃料に加え、合

成燃料等の代替燃料の活用が期待されている。既に商用化されているバイオ燃料が先行

して活用されることが見込まれるが、バイオ燃料の原料不足に対する懸念がある。一

方、合成燃料の原料は CO2と H2であるため、工業的に大量生産することが可能であると

いう観点から、SAFとしてのポテンシャルを評価すべきである。 

 

合成燃料は、輸送用燃料のほかにも、民生用燃料としての利用も想定される。例え

ば、灯油・LPガス・都市ガスを利用した暖房器具は、エアコンと比較して即暖性が高

く、外気温に影響されにくい等の特徴があり、特に寒冷地域では、引き続き需要が残る

可能性がある。合成燃料はこうした灯油の特徴を維持することができる。また、産業用

（ボイラー）燃料としての活用も考えられる。 

 

（３）石油精製業にとっての合成燃料のポテンシャル 

 

合成燃料は、既存の燃料インフラや内燃機関が活用可能であることから、石油精製業

のみならず幅広い関連業種にとって、水素など他の新燃料に比べて導入コストを抑える

ことが可能となり、導入のポテンシャルが高い。 

特に石油精製業は、国内の石油需要の減少に伴い、精製設備能力の削減が求められる

とともに、削減で余剰となったアセット（タンク、土地、人材等）を活かした新規事業

への取組が迫られている。こうした中で、既存インフラを活用できる合成燃料の導入は

石油精製業にとってもメリットがある。 
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このため、水電解装置の大型化や優れた要素技術の装置への実装等による装置コスト

の一層の削減や、液化水素運搬船を含む輸送関連設備の大型化などによる供給コストの

削減を進めていく。 

また、メタンから水素を取り出す際に炭素を分離することで比較的安価に CO2フリー水

素を製造可能なターコイズ水素について、国内外で技術開発が進められている。 

 

水素キャリアの選定は、水素社会の在り方を決める重要な論点であるが、それぞれ異

なる課題を抱えており、長期的にどれが総じて優位となるか現時点で見極めることは不

可能である。加えて、化学的な特性や既存インフラ等の活用可否により、用途等の棲み

分けも長期的に行われると考えられるため、現時点でキャリアを絞り込まず、競争を促

しつつも各々の技術的課題克服等を支援する。また、キャリアの評価に当たっては、水

素化、脱水素化のコストに加えて、輸送（国際輸送）、配送（国内配送）のコストなども

加味し、総合的に評価することが重要である。 

 

 

 

（４）コスト（現状の試算値） 

 

合成燃料は、現状、化石燃料と比べて製造コストが高い。国内の水素製造コスト、水

素の輸送コストを踏まえると、海外で製造するケースが最もコストを低く抑えられると

見込まれる。なお、将来的に、合成燃料のコストは脱炭素燃料であるという環境価値を

踏まえて見ていく必要があり、既存燃料と単純な比較をすることは適当ではない。 

 

合成燃料のコストを下げるためには、製造効率の向上、CO2の分離・回収コストと H2の

製造コスト・輸送コストの低減が鍵となる。特に、H2コストの低減を待つことなく、合

成燃料の製造効率向上などの研究開発等の取り組みを進めることが重要である。 

 

 

キャリア 液化水素 MCH アンモニア 合成メタン
体積(対常圧水素) 約1/800 約1/500 約1/1300 約1/600
液体となる条件、

毒性
-253℃、常圧
毒性無

常温常圧
トルエンは毒性有

-33℃、常圧等
毒性、腐食性有

-162℃、常圧
毒性無

直接利用の可否 N.A.(化学特性変化無) 現状不可 可（石炭火力混焼等） 可（都市ガス代替）
高純度化のための

追加設備 不要 必要（脱水素時）

特性変化等の
エネルギーロス

現在:25-35%
将来:18%

現在:35-40%
将来:25%

水素化:7-18%
脱水素:20%以下 現在：-32%

既存インフラ活用、
活用可否

国際輸送は不可（要新
設）。国内配送は可 可（ケミカルタンカー等） 可（ケミカルタンカー等） 可（LNGタンカー、都

市ガス管等）

技術的課題等
大型海上輸送技術（大
型液化器、運搬船等）

の開発が必要
エネルギーロスの更なる削

減が必要
直接利用先拡大のため
の技術開発、脱水素設
備の技術開発が必要

製造地における競争的
な再エネ由来水素、
CO2供給が不可欠
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態、水素の輸送コストについても留意が必要である。他方、余剰電力を用いた国内で

の合成燃料製造の可能性も検討する必要がある。 

 

② CO2の分離・回収コスト 

合成燃料のコストとして、CO2の分離・回収コストも含まれている。特に DAC技術な

ど、CO2の分離・回収技術のイノベーションも不可欠である。 

 

４．国内外の動向 

 

① 国内の動向 

合成燃料については、これまで国内において、要素技術の研究開発が行われてきた

ところであり、最近では、2020年 8月に、NEDOが合成燃料の導入可能性及び有力な革

新的技術を調査し「CO2からの液体燃料製造技術に関する開発シーズ発掘のための調

査」報告書を出した。また、2020年 12月には、東芝エネルギーシステムズ、出光興産

等 6社が、CO2を COに電気分解する技術を用いたプロセスにより排ガスなどからの CO2

を「持続可能なジェット燃料」に再利用する、カーボンリサイクルのビジネスモデル

検討を開始した。 

さらに、2021年 2月から JPEC（石油エネルギー技術センター）、石油会社（ENEOS、

出光興産）等が連携し、CO2からの液体合成燃料一環製造プロセス技術の研究開発に着

手した。 

 

② 海外の動向 

   海外においても、近年、欧米を中心に、数多くの研究開発や実証プロジェクトが立   

ち上がっている。これらのプロジェクトの主体は、欧州の石油会社や自動車会社に加

え、水電解や CO2回収の技術を有するスタートアップやそれらのコンソーシアムが多

い。実証フィールドとしては、製油所や、安価な水素調達が見込まれる地域であるこ

とが特長である。また、特に欧州のプロジェクトについては、政府からの支援を受け

て研究開発・実証を行っている場合がほとんどである。 
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５．合成燃料の導入拡大に向けた視点・政策の方向性 

 

（１）合成燃料の研究開発の加速化 

 

① 合成燃料の商用化製造技術の早期確立 

合成燃料の技術開発・実証は、欧米を中心に急速に広がりを見せており、我が国産

業界としても新たなビジネスチャンスとして積極的に取り組む必要がある。 

合成燃料の製造に関して、我が国の優位性を確立するためにも、学術的（サイエン

ス）な観点からの要素技術の研究開発に加え、商用化のための高効率・大規模な製造

技術などエンジニアリングの観点から、合成燃料の製造技術・体制を早期確立するこ

とが必要である。さらに、合成燃料の製造技術・体制の確立とともに、合成燃料の供

給面・利用面も含めた実証を行うことも必要である。 

このため、既存技術（逆シフト反応＋FT合成プロセス）の高効率化のための技術開

発や、大規模製造を実現するための製造設備の設計開発や製造実証を行う必要があ

る。 

 

② 合成燃料の革新的な製造プロセスの基盤技術開発 

CO2電解、共電解、直接合成（Direct-FT）といった革新的な製造プロセスは、熱マ

ネジメントによる製造効率の飛躍的向上等の観点から重要である。 

このため、CO2電解、共電解、直接合成（Direct-FT）といった革新的な製造技術の

開発にも、産学官で連携するなどにより取り組んでいく必要がある。 

 

こうした合成燃料に係る技術開発・実証を今後 10年で集中的に行うことで、2030年ま

でに高効率かつ大規模な製造技術を確立し、2030年代に導入拡大・コスト低減を行い、

2040年までの自立商用化 5を目指すべきである。 

 

合成燃料については、2020年 12月に策定されたグリーン成長戦略において位置づけら

れ、現状と課題・今後の取組が示されているが、上記を踏まえ、次図赤枠の具体化をす

べきである。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
5 自立商用化フェーズにおける合成燃料のコストは、その環境価値を含めたコストであると想定され

る。 
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＜グリーン成長戦略（⑤自動車・蓄電池産業分野）より抜粋＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  なお、上記の製造技術以外にも、メタノールからガソリンを製造する MTGプロセス  

や、廃プラスチックや都市ごみから合成ガス（CO、H2）を回収する手法など、合成燃料

には様々な製造方法・プロセスが考えられ、今後も必要に応じて、国際動向も踏まえな

がら、こうした様々な製造方法・プロセスの取組を推進させる方策を検討していくべき

である。 

 

また、今後の合成燃料の研究開発・実証の進捗や合成燃料に対する社会的なニーズを

見極めながら、必要に応じて、合成燃料の導入拡大に向けた工程表を見直していく必要

がある。 

 

 

  

2030 年までに高効率かつ大規模な製造技術を確
立し、2030 年代に導入拡大・コスト低減し、2040
年までの自立商用化を目指す 




